
式第 12号 (法第28条関係 )

事 た 11

令和 5年度 事業報告書

1.事業の成果
・新型コロナの5類への移行に伴い、すべての教室が再開し、大型イベントも企画・参画しました。

・帰国者の強い要請で、「スマホ教室」を2月 から開設しました。

・中国本土にある関係団体との交流を回復させました。

・社会福祉相談事業の相談窓口には今まで以上に力を注ぎ、帰国者や一般在日中国人に様々な面で援護しています。

・餃子工房は引き続き帰国者に職能開発の場を提供しました。

2 の

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0】 千円)

事業費の金額

(千 円)
受益対象者範囲

受益対象

者人数

施

所

実

場
数

施

時

実

日
事 業 内 容

定款に記載された

事業名

7ノ、帰国者等モベon+1n'
024+3n

事務室 90メ、

loメ、

6ノ、
5152

会員・一般人

帰国若及び23せ
疋べ釣40

人

事務室・弁護
士事務所

本会彼子エ

身・他
10ノ、

n+4n'
24+3fr

023+4n-
024+3n

①夫検相談窓口の設置

②弁護士による黒料相装

③餃子の製と、販売

1)ヤ 国残留邦人甲
の社会福社え浅、職業

籠力開発、人権擁護事

業

13人
帰国者、西こ偶オ

及び 2、  3せ023年 7月

一般人

帰回者・一般人

4メ、

20メ、 延べ200人

320メ、

10メ、

延 ベ

40/、

5200

9ノ、会長と一般人

本会 lF数室

本会 lF数室

本会BlF

活動室

1本会事務室

0231F8月 ～202

023年 4月 ～

2024年 3)ヨ

2023 4ヽ 2024.3

①日本語教室 (水 )

②パソコン薇室 (月 )

③ヤ国語数室 (■ )

①健身と升踊教室

l⑤楽器教室 (水 )

l⑥者楽教室(月 )

l⑦卓ネ教室(全 )

太極拳数室 (■ )

コミニケ
~ン
ヨン教ゴ彗(」 )ゝ

会社「家園」2口 発行

(人 、本)

2)社 会教育、え

化・芸術スはスポーツ

夫流、日中友好・千和

推進事業社会教育事業

水実施

①介4係険法に基づ (居 宅

サービス事業

②介築保険法に基づく介護

子防サービス事業

③介裁保険法に基づ く居宅

介議え食事業

l④介柔保険法に基づ く鬼域

1 密若型サービス事業

l⑤介4保険法に基づく地域

密着型介議子防サービス事業|

⑥介哉保険法に基づ (介護 |

子防・日常生活え複鑢合事業
|

l⑦障害者鑢合え換法に基づ く

1障 害福社サービス事業

l③上記事業にかかわる研修生

|の 交けへれ事業

3)介設福社サービス

事業

事業名 事 業 内 容
施

時

実

日

施

所

実

場

従事者

の人数

受益対象者

範囲

受益対

象者人

数

事業費の金額

(千 円)

な し

生しゆ上宣五」萱動塗△__史旦丘回生■」l」l塵]墜2全

|

|

|

|

|

|
|



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和5年度 活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人中国帰国者・ 日中友好の会

144,000助全受取

受取利息 533

279,000
122,000

正会員受取会費

賛助会員受取会費

受取寄附金

施設など受入評価益

345,615
130,500

0

社会福祉・職能開発・人権擁護事業収益

社会教育・文化・芸術又はスポーツ交流、日中友好・平和推進事業収益

介護福祉事業収益

513,000
0.

1

77 010

法定福利費
福利厚生費
雑給

7,465
11,288

2,028,586

会議費
旅費交通費

減価償却費

通信運搬費

衛生費
租税公課
消耗品費

交際費
リース料

水道光熱費

新聞図書費

管理諸費
支払手数料

修繕費
材料費
賃借料
固定資産除去損

保険料
地代家賃
車両費
雑費
特別損失
広告宣伝費

棚卸差

51,353
2.586,458

80,510
409,458

0

488

223,488
0

192,0131

499,061
1,980

50,130
22,423
104,396
145,985
171,500

0

0

3,546,990
8,750
33,024

0

0

9,000

2

法定福利費

福利厚生費

賞与

雑給

774

1,171

7,990
141,154

1



旅費交通費
減価償却費

通信運搬費
事務用品費

租税公課

消耗品費
交際費
リース料
水道光熱費
新聞図書費
管理諸費
支払手数料
修繕費
会議費
地代家賃

衛生費
雑費

20,746
8,353
36,747

0

42

21,512
0

19,922.

51,779
0

362,921
1,517

2,531
0

368,010
1,625

0

0

中 i

A
-9:増 減 額

`期D】

受取還付金

タ

)】

固

C」 期
ユ
仕 :外 増 減 -9,773.418~~~て

:::アF②

~・

・ ・ ③1期 正 味

62
及人

,一 |正 味 財

l=【 D

[用

:_生_埜」

ヽ 収 益



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

2

3

2

(1

その他の

形

固

51,885,309
0

184,150
326,250

現金預金

未収金

棚卸資産

前払い金

0

5

579,279

ソフ ト
借地権

敷金
長期貸付金

車両運搬具

什器備品

建物付属設備

ウェア

52,974.993【A】 資 産 合 計 ①+②

57

の

，
一

+
の正

1

B-1

563,408
9,015

未払金

預 り金

長期借入金

退職給付引当金

当期正 9,843 118
産

62,526,111正味財産額
B-2

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 52.974.993
【B】

|________________二

`il:::______

計・合計   |



書式第 16号 (法第 28条関係 )

令和5年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 中国帰国者 。日中友好の会

1重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO会 計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)に よつています

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料・仕掛品・商品…移動平均法による原価法

商品・貯蔵…総平均法による原価法

② 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産税及び什器備品の減価償却は定率法或いは定額法により償却しています

③ 事業費と管理費の核分方法
・ 事業費のみに使用 した経費と管理費のみに使用 した経費の割合によつて、それぞれの経費を接分 しています

・人件費 (給料手当、雑給、賞与、法定福利費、福利厚生費)な ど共通費用については、事業費に按分された費用にさらに事業別に

配分を行っている。

(1)中国残留邦人等の社会福祉支援、職業能力開発、人権擁護事業 60%
配分割合 :  (内訳は中国残留邦人等の社会福祉支援、人権擁護事業  30%、 職業能力開発 30%)

(2)社会教育、文化・芸術又はスポーツ交流、日中友好・平和推進事業 40%
(3)介護福祉サー ビス事業 0%

2事業別損益の状況

合 計
介護福祉|―ビス

事業
,1目 社会福祉支援・職業能力開発・人権鏡 事業

社会福祉       職能開発

1経常収益

1受取会費

2受取寄付金

3.受 取助成金

4事 業収益

5そ の他の収益

0

533

401,000

513,000

534 648

401,000

513,000

144.000

476,115

533

144,000

476,115

144,000

130,500345.615

経 5.そ の他の収 益

2 275 438

2,169,740

8.239

85,000

12,459

151 089

141,154

774

7,990

1,171

2 12 349

2,028,586

7,465

77,010

11,288

544,194

2,985

30,804

4,516

582,499

1,076,246

2,240

23,103

3,386

1,104,975

408,146

2,240

23,103

3,386

436.875

Π経常費用

1 人件史

1雑給

法定福利費

賞与

福利厚生費

人件贅計

0

245,000

171,500

0

223,488

409,458

192,013

499,061

1,980

50,130

80,510

104,396

51,353

0

145,985

,546,990

488

171 500

2

3

()

446.205

550.840

1,980

413,051

0

145,985

3.915,000

10,000

88.863

51,353

7

211

23.

8.

9,

21,512

20,

36,747

19,

51,779

362,921

368,010

7

0

0

2,531

,517

.353

42

1

8

024

__■二10L二鐘
0

263

8 ?50

2

25｀〕()88

7 805

32 204

171 500

99,084

199,625

1,980

20,052

5,849

0

164

39,758

51.353

2 そ′ヽ他の経費

広告宣伝費

粗税公課

消耗品費

賃借|+

1旅費交通費

通信選搬安

リース料

水道光熱費

新聞図書費

管理詰費

支払手数料

減価償却費

修絡費

会議■

‐外注工賃

材FI■

地代家賃

衛生責

車両費

期末期首差

雑 ■

71137885936

~~       

― 01

122~     ~i
__6222021

0

_195,8381
43,010~       ~      

「

_5■ 型

`|119,718

_ _____コ |

15,039
~~              |

_ 埜 p71

24,153
~  1

_ ■3pl

0

01

1

57, 319

22 064

107.360

57,604

149,718

0

15,039

12,187

24.153

0

0

145,985

1,064,097

(:|

0

9,000

4,697

186

~~可
___」

0~        l

_■,0“20971

0

202

62,202

0

その,Lの 費用計

事 業 報 告 用

社会教育.文 化・芸術又はスポーツ
交流、日中友好・平和推進事業

．

―

一

2.607.202,586,45(

895.70(1

事業部門計



3施設の提供等の物的サービスの受人の内訳 (単位 :円 )

[｀ ● 金 額 算定方法

事務所の無償利用

4使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

円 )

定資産の増減内訳

6借入金の増減内訳 (単位 :円 )

科目

長期借入金

合計

期首残高 当期借入 当期返済

期末残高 備 考当期増加額 当期減少額内 容 り|百 残高

な し

計
|

科目

有形固定資産

車両・運搬具

什器備品

敷金

リサイクル預託金

保証金

期 首取得価額

668,141

0

5

0

0

0

取 得 期末帳簿価額

579,27



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和5年度 財産目録
特定非営利活動法人 中国帰国者・ 日中友好の会

事 業 報 告 用

現金預金

手元現金

三菱東京UFJ銀 座通支店 (NPO)

郵便振替口座 ゆうちょ銀行 (NPO)

三菱東京UFJ銀 座通支店 (事業 )

郵便振替日座 ゆうちょ銀行 (事業)

三菱東京UFJ銀 座通支店 (介護 )

未収金
中国残留邦人等の社会福祉支援、職業能力開発、人権擁護事業

介護福祉サービス事業

51,885,309

前払い金 326,250

53,218
35,357,827

2,099,035

395,428

1,393,886

12,585,915

棚卸資産

製品在庫

貯蓄品

53,000
131,150

52

579,279

固

f十器ξ』凍結庫なこ

車両運搬具
事業用車両

2)無形回

敷金
リサイクル預託金

保証金

3 そ の の

52.974.993
【A】 資 産 合 計 ①+②

未払
::じ ;ミ11雉通費
はilu!給i

預 り
廣 1泉徴収税 9. 015

060交通費

112,800
9,124
2,304

326,250
57,870

仮受金

退職給付引当金
職員

B-1

572.423
【B-1】 負 O+④債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 52.402.570

建物附属設備
内装など

1

: の

トL__壼



書式第 18号 (法第28条関係)

令和 5年度 年間役員名簿

令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 中国帰国者 。日中友好の会

役  名 氏   名 就任期間
報酬を受けた

期  間

理 事

理 事

り|!'F

理事

理 事

イケダ ス ミエ

池 田 澄 江

ウツ ノ ミヤ タカ ヨン

宇 都 宮 孝 良

ミヤザキ フ

宮 崎
餞i
Oこ 文

カワムラタダシ

河 村 忠志

ンラヤマメイ トク

白 山 明 徳

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R5年 6月 30日

R5年4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

無

無

無

無

無

理事

理 事

理 事

理 事

理 事

カノウクニヒロ

過能 国弘

嘗常ブ義

オノテラトンタカ
小 野 寺 利 孝

ヤ スハラユキ ヒコ

安 原 幸 彦

で各
ラ
澤∵

       

R5年4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31ロ

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

R6年 3月 31日

無

無

無

無

無

理 事

理 事

理 事

マツモ トリエ

松本莉恵

サ トウレイコ

佐藤麗子

スズキシズコ

鈴木静子

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 310

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

エ

無

無

|



理事

理 事

トリウミジュン

鳥 海 準

ツナンマノフアキ

綱 島 延 明

R5年 4月 10
～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

無

無

理 事

理 事

理 事

理事

ンミズヒロン

清水 洋

オオ タ

大 田

ノボル

昇

ナカムラ

中 村
ヒロン

広

オ ウ カイ リン

懐 林王

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1ロ

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

無

無

無

無

無

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

ムラマツミドリ

村 松 緑

ヒラサワチ エ コ

平 沢 千恵子

オ ノ タカスク

小野 隆 輔  

ナ リカフリョウコ

成 川 良 子

ヨンオカタカユキ

吉 岡 孝 行

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31■

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31日

無

無

無

無

無

理 事

理 事

監 事

監 事

アオキワヘイ

青木和 平

オオクボアキオ

大久保明 男

カフイ ヒロユキ

河 合 弘 之

タカ′ヽン

高 橋 カツ

R5年 7月 1日

～ R6年 3月 31■

R5年 7月 1日

～ R6年 3月 31日

R5年 4月 1日

～ R6年 3月 31ロ

I  R5年 4月 1日

|～ R6年 3月 31日

無

無

無

蕪

|

理事
|「

ダ畠
:薪

軍|

|



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏    名

1 池田澄江

2 宇都宮孝良

3 宮腰直子

4 河村忠志

5 白山明徳

6 大田 昇

7 平沢千恵子

8 安原幸彦

9 成川良子

10 米倉洋子

11 小野隆輔

 

12

特定非営利活動法人 中国帰国者・日中友好の会

|




